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本日の演題概要 
 
 

• BEPSプロジェクト概要 

• BEPSプロジェクトを有用に具現化するために策定された15の行動
計画 

• 域内税制、ベルギー税制への影響 
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BEPSプロジェクト概要 
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国際税務の潮流 

一部の多国籍企業による合法的なグローバル・タックスプラニング関
連記事 
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国際税務の潮流 
二重課税防止から二重非課税防止対応へ 
  

• OECD（経済協力開発機構）によりこれまでは「二重課税」防止
対策 

モデル租税条約：OECD加盟国間の二カ国間租税条約の基礎 

移転価格ガイドライン：多国籍企業によるグローバルな活動によ
る所得配分基準 

 

• 今後：「国際的二重非課税」対応の必要性 

「税源侵食と利益移転」（BEPS：Base Erosion & Profit Shifting）
により生じる「二重非課税」への対応の必要性 
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BEPSとは 
  

• 「税源侵食と利益移転」現象（BEPS：Base Erosion & Profit 
Shifting） 

 多国籍企業が、現行の課税制度（合法）において、所得を実際の
経済活動とは異なる国に配分する税務プラニングを実施。 

 これにより、所得がいずれの国においても課税されず、一部の多
国籍企業の連結実効税率が大幅に軽減されている状況。 

  

• 対応策「BEPSプロジェクトの発足」 

 OECD34加盟国のみならず非加盟国（G20構成国のうち8か国等）

も関与し、一部の多国籍企業による各種の国際的な税務プラニン
グの利用等から生じる租税の極小化とそれに伴う税制公平性問題
解決を目指す。 
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販売拠点会社 

アイルランド 

持株会社 

アイルランド 

 

:  

 米国本社 

製造拠点（アジア
等の低コスト国） 

各国の販売
会社 

知的財産移転
（もしくは共有） 

無形資産の源泉となるR&D, 
デザイン機能を有する。 

米国国内市場に特化 

配当収入 

BEPSの一例 
アイルランドを活用した合法的節税スキーム 
 

登録地はアイルランドであっても実体は米国
に管理支配がある。米国の外国子会社合算
税制対策にて中間持株会社を設置 

集中購買 
高い移転価格
にて転売 

各国子会社か
ら使用料徴収
し、収益を一
括集中管理 
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【特徴】 

• 当局の監視が厳しい米国では一定の課税 

• ハイブリッドミスマッチ現象 

 アイルランド：税務上の居住性判断は「管理支配主義」（実体主義：管理支配が実施
されている国における課税） 

 米国：「設立準拠法主義」（形式主義：設立された法人が所在する国において課税）
→ 両国の課税制度抜け穴にてアイルランド統括会社はどちらでも課税されず 

• アイルランドに統括会社を設置することで、利益を集中するアイルランド販売会社に
対して合算課税させない米国CFC規制（外国子会社合算税制）の例外規定 

• 知的財産を低税率国（ここではアイルランド）へ移転（もしくは共有）することにて
使用料収入に対する低率課税 

⇒「税源の侵食」：主要な機能、資産等を有している米国で本来、課税されるべき。侵
食現象が発生 

⇒「利益移転」：米国、その他国からアイルランドへ利益移転現象が発生 
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BEPSの一例 
アイルランドを活用した合法的節税スキーム 
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【政府】  

税収減少、税制へ
の信頼、発展途上
国で経済成長を促
進する財源不足 
 

多国籍企業が税制の隙間、抜け穴を利用した節
税対策により税負担を軽減 

【個人】 

国境を容易に超えら
れない納税者がより
大きな割合の税負担
を強いられる 
 

【企業】 

企業の税負担に不
公平な乖離を原因
とする公正競争の
阻害  
 

BEPSの問題点 
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OECD/G20によるBEPSプロジェクト：これまでの経緯 

 

• 2012年6月：「税源侵食と利益移転を防ぐ必要性」についての再確認 

• 2012年後半：一部の多国籍企業によるグローバルな租税回避が政治問題化 

• 2013年1月：OECD租税委員会においてBEPSに関する現状分析報告書を承認 

• 2013年6月：G8サミットにおいてBEPSプロジェクトを支持、OECD租税委員会に
おいて「BEPS行動計画」を承認 

• 2013年7月：「BEPS行動計画」公表。G20に提出 

• 2014年9月16日：「BEPS行動計画：主要計画」に関する第一次提言の公表 

• 2015年10月5日： 「15のBEPS行動計画」最終報告書をまとめた最終パッケージ
が公表。以降は導入フェーズへ移行。当該パッケージを踏まえ「ポストBEPS」
として、最終報告書の提言に基づき、OECD移転価格ガイドライン等の改訂作業

や残された課題等についての議論が進められ、世界各国で必要な法整備等が進め
られている。 
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BEPSプロジェクトを有用に具現化するた
めに策定された15の行動計画 
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BEPSに取り組むグローバルな行動計画15 

 【基本方針】行動計画策定における３つの基本方針 

 

 ① 税制の国際的な一貫性、調和（Coherence and harmonisation） 

 ② 税制と経済の実態（Substance over form）の整合性 

 ③ 透明性（Transparency）の確保 

 

 【経緯】 

  2015年10月5日：「BEPS行動計画」最終報告書をまとめた最終パッケージ
発表において15の行動計画の各項目について新たに国際的な税制の調和を図
る方策を勧告する目標が設定される。  

 ⇒勧告のみでは各国への法的拘束力はないため、租税条約（もしくは多国間

協定）、移転価格ガイドラインの改訂により各国へ影響。もしくは関係各国
国内税法への導入。域内では欧州指令等を介して各国税制への導入。 

12 



PwC 

BEPSに取り組むグローバルな行動計画15 

13 

ACTION 1: 
 

電子経済の進展に伴
う課税問題への取り

組 

ACTION 2: 
 

ハイブリッドミス
マッチメントへの対

応 
 

ACTION 3: 
 

子会社合算課税制度
の強化 

 
 

ACTION 4: 
 

利息控除およびその
他の金融支出を通じ
た税源侵食の抑制 

 
 

ACTION 5: 
 

透明度および実質性
を考慮した公正性を
阻害する優遇税制へ

の対応 

ACTION 6: 

 
租税条約濫用防止強

化 

 

 

ACTION 7: 

 
恒久的施設（PE）認
定の人為的な回避 

 

 

ACTION 8: 
 

移転価格とその価値
創出との整合性：無

形資産 

 
 

ACTION 9: 
 

移転価格とその価値
創出との整合性：リ

スクと資本 

 

 

ACTION 10: 
 

移転価格とその価値
創出との整合性：そ
の他の高リスク取引 

 

 

ACTION 11: 
 

BEPSに関するデー

タの収集と分析方法、
それに取り組む措置

の確立 
 

 

ACTION 12: 
 

納税者への極端な
タックスプラニング
へのディスクロー

ジャー強化 
 

 

ACTION 13: 

 
移転価格文書の透明
性確保（透明性、情

報開示確保） 

 
 

 

ACTION 14: 

 
紛争解決体制の有効

性向上 

 
 

ACTION 15: 
 

多国間協議の制定 
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主要7分野の行動計画 
 
  

 

• 行動計画１：電子経済の進展に伴う税務問題への対処 

• 行動計画２：ハイブリッドミスマッチへの対応 

• 行動計画５：有害な税制上の慣行への対応 

• 行動計画６：租税条約濫用防止強化 

• 行動計画８：移転価格とその価値創出（無形資産）との整合性 

• 行動計画１３：移転価格文書化の透明性確保 

• 行動計画１５：多国間協議、協定の策定 
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行動計画１：電子経済の進展に伴う税務問題への対処 
 

【税務上の問題点】 

 デジタル産業のクロスボーダー商取引においてはそのビジネスモデルの特異
性から源泉地国において十分に課税が行われていない。 

 所得帰属の不明確性 

 税徴収の困難性 

 

【対応方法】源泉地国における課税制度の導入 

 ＰＥ概念の見直し 

 決済金融機関へ源泉税課税 

 収集データ価値を課税標準とする税制 

 源泉地国における間接税 
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行動計画１：電子経済の進展に伴う税務問題への対処 
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A社 

A国(居住国) 

B国(源泉国) 

決済金融機関等からの 

源泉徴収課税制度導入 

販売、サービス提供等の 

経済活動 

顧客 
B2C取引による消費国(B国) 

における間接税課税 

PE概念の再構築 

データの蓄積 

データの収集 

収集データの価値に着目した課税制度の導入 
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行動計画２：ハイブリッドミスマッチの対策 
 

【税務上の問題点】 

 ハイブリッド商品、事業体の税務上の効果により二重非課税、二重所得控除
等が発生。 

 

【対応方法】 

 税務上の効果を無効とするためのモデル条約、国内ルールの設定 

 

 

17 



PwC 18 

A. Co 

B. Co 

出資 

＋ 

－ 

ハイブリッド 

金融商品  利子の性質 

配当の性質 

資本コストの支払い 

No-Inclusion  

Deductible 

Mismatch 

益金不算入 

損金算入 

Country B 

Country A 

行動計画２：ハイブリッドミスマッチの対策 
例【D/NI】ケース 
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行動計画５：有害な税制上の慣行への対応 
 

【税務上の問題点】 

 公平性を著しく害する各国の囲い込み優遇税制度により不当に多国籍企業を
誘致し、結果として税源侵食、所得移転が発生している。 

 

【対応方法】 

• 有害性の審査に基づき有害税制を改廃 

• 最終報告書においては以下の概要について公表 

 特に知的財産に関連した優遇税制に着目して、「実体性判断基準」を導入
（’Substance over form’） 

 優遇税制に関する固有の事前確認内容の関係相手国当局への「自発的情報交
換を義務化」：透明性確保 

 加盟国と非加盟国を含めて43の税制に関する有害性審査状況を公表 
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行動計画６：租税条約濫用防止対応 
 

【税務上の問題点】 

 第３国居住企業が、他国の租税条約上の規定を濫用することにより税源侵食、
所得移転が発生している。 

 

【対応方法】 

OECDモデル条約の改正 

 条約前文における租税条約の目的明記 

 特典制限規定（Limitation on Benefit: LOB）、主要目的テスト（Principal 
Purpose Test : PPT）を導入することで濫用防止規定の強化 
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【A国】 【B国】 

A国企業 ペーパー企業 

株式保有 

配当 

AB条約の 
特典を制限 

 例：租税条約上の軽
減源泉税率適用できず 

 

100% 
保有 

C国企業 

【C国】 (A国と租税条約なし) 

行動計画６：租税条約濫用防止対応 

(A国とB国間は租税条約有) 
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行動計画８：移転価格とその価値創出（無形資産）との整
合性 
 

【税務上の問題点】 

 パテントボックス制度の活用等にて無形資産を他国へ移転し、税負担（使用
料収入に対する）を軽減することによる税源侵食、所得移転が発生している。 

 

【対応方法】 

OECD移転価格ガイドラインの第6章の改正 

 無形資産の明確な定義化 

 無形資産の適切な評価方法の検討 

行動計画５：有害な税制上の慣行への対応の観点とも併せて対応要。 
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行動計画８：移転価格とその価値創出（無形資産）との整合性 
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A社 

B社(子会社) 

A国 

B国 

C国 

複数の孫会社 消費者 

税源侵食 

使用料徴収による所得集約 

無形資産を他グループ会社へ 

所有移転 

使用料 

(ロイヤルティ) 

使用許諾 

(ライセンス) 

製品 

特許等を移転 

特許等の無形価値創出 

無形資産所得に
関する優遇税制
度（パテント
ボックス制度） 
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行動計画１３：移転価格文書化の透明性確保 
 

【税務上の問題点】 

 これまでの移転価格文書化実務において「多国籍グループ内取引の全体像に
関する情報」は要請されてない。 

 ⇒当局にとって有効な移転価格査定の妨げとなり、納税者にとっては各国毎

に報告形式、報告内容が異なるグループ共通情報が各当局から要請される場
合、過度な事務負担となりうる。 

 

【対応方法】 

OECD移転価格ガイドラインの第5章（文書化規定）の差し替え 

 現行の移転価格関連文書の改善 

 国別報告書のテンプレート（雛形）の導入 

⇒ 税務行政の透明性改善と納税者にとっての確実性、予測可能性を高める。 
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行動計画１３：移転価格文書化の透明性確保 
移転価格文書化の意義 
 

１．税務当局にとっての意義 

 

 税務調査の適切な実施に使用するための有用な情報提供 

 移転価格リスク評価実施に必要な情報の提供 

 

２．納税者にとっての意義 

 

 関連者間取引における適切な価格と条件の設定、そこから生じる所得の適切
な申告を納税者が検討することの確保 
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行動計画１３：移転価格文書化の透明性確保 
移転価格文書を構成する３つのレポート：三層構造 
 

１．マスターファイル【親会社が作成】 

以下を含む多国籍企業グループ全体に共通する概要情報 

 多国籍企業の組織図 

 多国籍企業の事業概要 

 無形資産 

 グループ内金融活動 

 多国籍企業の財務状態と納税状況 

２．ローカルファイル【親、子会社が各々作成】 

以下を含む各国に所在する親会社、子会社が行う関連者間取引の詳細情報 

 現地の対象事業体の情報 

 関連者間取引の詳細 

 財務情報 
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行動計画１３：移転価格文書化の透明性確保 
移転価格文書を構成する３つのレポート：三層構造 
 

３．国別報告書【親会社が作成】 

親会社、子会社所在地国毎の多国籍企業の一覧表 
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行動計画１５：多国間協議、協定の策定 
 

【税制上の問題点】 

 国際税務問題の調整：二国間租税条約 

 今後、行動計画を導入するにあたり各々の租税条約を改定していくのは時間
が係りすぎる。 

 

【対応方法】 

 既存の租税条約をそのまま生かしながら、当該条約をオーバーライドする多
国間協定を策定、導入。 
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域内税制、ベルギー税制への影響 
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ＥＵ仲介者
（intermedi

ary） 

納税者
（Tax 

payer） 

企画、実行支援等に関与して税務アドバイス、サービス 

例外、報告義務者 

加盟国税務当局 
（ベルギー） 

他加盟国の
税務当局 

（フランス、
ドイツ等） 

*DAC6 : 6th Update of the Directive 2011/16 EU 
on Administrative Cooperation 

原則、報告義務者 

情報交換 

1.租税分野の行政協力に関する欧州指令改正案の導入
（*DAC6） 
 

 

概 要 

• BEPS行動計画12：極端なタックスプラニングへ
のディスクロージャー強化に対応 

• 導入の一つの切欠はパナマ文書、ルクセンブルグ
文書問題 

• 原則、ＥＵ仲介者に対して報告対象となるクロス
ボーダーアレンジメントの情報を税務当局に開示す
ることを要請。税務上、アグレッシブな取引実施の
抑制、ならびに計画設定そのものを事前に阻止する
牽制効果も期待。 

• 仲介者からの情報開示に基づき更に税務当局は当
該クロスボーダーアレンジメントの関係相手国の税
務当局への情報交換を実施。税務調査の切欠になり
うる。 

• 対象税制は直接税のみ、間接税（ＶＡＴ）、関税
等は対象外。 
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ＥＵ仲介者
（intermedi

ary） 

納税者
（Tax 

payer） 

例外、報告義務者 

加盟国税務当局 
（ベルギー） 

他加盟国の
税務当局 

（フランス、
ドイツ等） 

原則、報告義務者 

情報交換 

1.租税分野の行政協力に関する欧州指令改正案の導入
（DAC6） 
 

 

• 「ＥＵ仲介者」が原則として報告義務を負う 

具体的には対象クロスボーダーアレンジメントを企画
（支援）し、実行可能とすることに関与したＥＵ居住
の税務アドバイザー、会計士、銀行、弁護士といった
外部顧問コンサルタント。 

• 以下の場合、例外として、「納税者」が報告義務を
負う 

- 国内法に基づき当該報告が外部者として秘匿特権
に反する場合、 

- 仲介者が非ＥＵ居住者である場合、 

- 報告対象クロスボーダーアレンジメントが納税者
のインハウスにて企画され、仲介者が関与してい
ない場合等。 

• 当該報告義務を怠った場合、ＥＵ仲介者（もしくは
納税者）に対して、相応のペナルティが課されるこ
とが想定される（現時点ではまだ具体的には定めら
れていない）。 

 

 

 

 

 

 

 

企画、実行支援等に関与して税務アドバイス、サービス 
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関連者A 関連者Ｂ 

重要な機能、資産、リスクを伴う事業譲渡 

1.租税分野の行政協力に関する欧州指令改正案の導入
（DAC6） 
 

 

• 報告対象クロスボーダーアレンジメント 

関連指令の添付として列挙されているアレンジメント
に該当する主目的が租税回避、租税濫用の潜在的可能
性が高い特徴を有する取引を対象（添付の「ホール
マークリスト」）。更にそのうち「主要便益テスト」
（税務上の便益が主目的であるか否か）の要件が課さ
れる取引、主要便益テストが課されずに判断される取
引に分類される。 

• 例えば、後者の例としては、国外関連者への重要
な機能移転（移転の結果、EBITをKPIとして大きく収
益力が落ちるようなケース）と判断されるグループ再
編における関連者間事業移転等(移転価格取引における
個別ホールマークE-3)。その他公正評価算定が非常に
困難な（外部比較可能取引なし、帰属するキャッシュ
フローの客観性なし）無形資産の移転（移転価格取引
における個別ホールマーク E-2 Hard to Value 
Intangibles ） 

 

 

 

 

 

 

 

報告対象クロスボーダーアレンジメント例 

取引の結果、関連者ＡのEBITが50％を 

下回ることが予測される 

 主要便益テストが課されずに報告対象とされる。 
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参考：ホールマークリスト 
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参考：ホールマークリスト 
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導入過程 

2018 2019 2020 

関連指令が2018年5月25日
に承認され6月25日に施行
された 

2019年12月31日までに各加
盟国にて導入要 

*遡及的報告義務：2018年6月25日から
2020年7月1日までに実施された報告対象取
引について2020年8月31日までに遡及的報
告義務が課される。 

最初の定期報告義務の締め
切り：2020年7月31日まで

（以降、四半期毎に運用さ
れる） 

最初の関連当局間の情報交
換：2020年10月31日まで 

 *遡及的報告義務への対応のため、2018年6月25日以降の報告対象となる可
能性のあるアレンジメントについてすでに査定を開始する必要がある。 
 

1.租税分野の行政協力に関する欧州指令改正案の導入
（DAC6） 
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*ATAD : the Directive 2016/1164 and 2017/952 
EU on Anti-Tax Avoidance 

2.欧州租税回避防止指令の導入（*ATAD 1 and 2） 
 

 

概 要 

• BEPS行動計画6：租税条約濫用防止強化に対応 

• 以下の主な個別規定を導入 

(1) 利子損金算入制限規定 

(2) 子会社合算課税規定（ＣＦＣ） 

(3) ハイブリッドミスマッチアレンジメント規定 

(4) 出国税 

(5) 一般租税回避防止規定 
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導入過程 

2016 2017 

関連指令(ATAD 1)が2016年
7月12日に採択された 

ベルギーでは2019年1月1日を開始とする事
業年度から導入される。 

(1) 利子損金算入制限規定 

(2) 子会社合算課税規定（ＣＦＣ） 

(3) ハイブリッドミスマッチアレンジメント
規定 

(4) 出国税 

(5) 一般租税回避防止規定 

 

2.欧州租税回避防止指令の導入（*ATAD 1 and 2） 
 

2018 2019 

関連指令(ATAD 2)が2017年
5月29日に採択された 

加盟国は2019年12月31日まで
に国内法へ導入、2020年1月1
日からの事業年度から施行 

2020 
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概 要 

• BEPS行動計画4：利息控除およびその他の金融支出を通じ
た税源侵食の抑制に対応 

• 純支払利子合計額（関連者間、非関連者間を問わず）につ
いて、その法人のEBITDAの一定固定比率（各加盟国の裁量に
て10%から30%の範囲で料率設定可能）を超過する部分(EBC : 
Exceeding borrowing costs)は損金不算入の取り扱いとされる。 

• 例えば、高税率国にグループの金融グループ会社を設置し、
そこで借り入れ資金調達機能を集約し、更にその国での原則
100％損金算入の利点を享受するようなタックスプラニングを
回避することを目的とする。 

• 超過部分の取り扱い（翌期以降への繰り越しもしくは前期
以前への繰り戻し、その期間等）については各加盟国による裁
量にて設定可能。 

• 金融機関（銀行、保険業）等には適用除外。 

• 各加盟国は2018年12月31日までに、国内法への導入ならび
に2019年1月1日から施行する期限が設定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

EBITDA = 課税所得 

+支払い利子 

+税額 

+減価償却費（無形資産の償却額を含む） 

 

× 基準固定比率 < 純支払利子  

  超過部分は損金不算入 

2.欧州租税回避防止指令の導入（ATAD 1 and 2） 
(1)利子損金算入制限規定（30%EBITDA規定） 
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• 当初2020年からの施行予定が一年繰り上げられ2019年1
月1日開始の事業年度から施行される。 

• EBITDA対する基準固定比率は30%と設定され、基準固
定額3M EURと比較、高い方を損金算入可能限度額とされる。 

• 純支払利子合計額を超過する部分 (EBC : Exceeding 
borrowing costs)は損金不算入の取り扱いとされる。 

• 超過部分の取り扱い：翌期以降への無期限繰り越しが可
能。 

 

 

 

 

 

 

 

EBITDA × 基準固定比率 （30%）と基準固定額 3M EUR 

どちらか高い金額 < 純支払利子  

  超過部分は損金不算入 

2.欧州租税回避防止指令の導入（ATAD 1 and 2） 
(1)利子損金算入制限規定（30%EBITDA規定） 
 
ベルギーにおける導入(BE ITC Art. 198 etc.) 
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親会社 
Ａ国 

海外子会
社 

概 要 

• BEPS行動計画3：子会社合算課税制度の強化に対応 

• 子会社等を法人課税制度がない国、もしくは低税率
国へ設置し、所得を配当せずにその国に留保する伝
統的なタックスプラニングへ対応する税制。配当を
実施しなくとも親会社において所得を合算し、親会
社の居住国での課税扱いとなる。 

親会社は海外子会社の所得を 

Ａ国での所得として合算 

海外子会社を法人課税制度がない国、もしくは低税率国へ設置 

所得を配当せずに長期留保 

2.欧州租税回避防止指令の導入（ATAD 1 and 2） 
(2)子会社合算課税規定（CFC） 
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親会社 

海外子会
社 

 

 

 

 

 

 

 

親会社は海外子会社の所得を 

Ａ国での所得として合算 

2.欧州租税回避防止指令の導入（ATAD 1 and 2） 
(2)子会社合算課税規定（CFC） 
 
ベルギーにおける導入(BE ITC Art. 185/2 etc.) 
 
 
 
 
 

 

• 2019年1月1日の事業年度から施行される。 

• 支配要件：直接もしくは間接的に50%以上の支配比率 

• トリガー税率要件：子会社の法人課税がゼロである、
もしく低税率課税であれば、 

子会社に課された税額 < ½ 親会社所在地の税法（ベル
ギー）に基づいて計算された所得に対する税額 

• 親会社により支配されている子会社（Contorolled 
Foreign Company）として取り扱われ合算課税。 

• 更に海外支店（ＰＥ）も規制対象とされる。 

• 親会社納税者へ合算課税対象ＣＦＣがある場合の報告
義務も課される。 

海外子会社を法人課税制度がない国、もしくは低税率国へ設置 

所得を配当せずに長期留保 
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加盟国 
ベルギー 

加盟国 
スイス 

益金不算入 

損金算入  損金が否認される  

利子支払い 

相殺処理 

受け取り利子 

 

2.欧州租税回避防止指令の導入（ATAD 1 and 2） 
(3)ハイブリッドミスマッチアレンジメント規定 
 
• 基礎概念については前述頁を参照 

 
• ATAD 2においては更に非加盟国も関与したハイブリッドミスマッチ現象も規定（例参照）。 

非加盟国 受け取り配当として取り扱い 

損金算入 

ハイブリッドミスマッチ現象が加盟国、 

非加盟国間で発生 

益金不算入 

利子支払い 
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ベルギーにおける導入(BE ITC Art. 2, 185, 198 
etc.) 

 

• 2019年1月1日の事業年度から施行される。 

 

 

 

 

 

 

 

2.欧州租税回避防止指令の導入（ATAD 1 and 2） 
(3)ハイブリッドミスマッチアレンジメント規定 
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概 要 

• BEPS行動計画15：多国間協議の制定に対応 

• ＢＥＰＳ勧告の実効性確保  関連する既存二国間租税条約（80か国以上相互間において1100以
上締結されている）をそれぞれ改正実施要。通常、改正には長時間要するため、既存の租税条約を残
したままそれを包括的にオバーライドした多数国間協定を導入することで迅速かつ効率的に導入可能。 

特 徴 

• 既存の租税条約とともに適用され、MLIの内容が租税条約内容を優先して適用される。 

導入の現状 

• MLIの最初の発効は5か国目の国が批准書等をOECDへ寄託する時点から、3か月後の翌月からと
されており、この点、5か国目のスロバキアが2018年3月22日に寄託したことにより、同年7月1日か
ら発効されている。その後、現時点(2018年10月末)までに*15か国が批准書等を寄託しており、それ
ぞれの国が相互に関係するMLIが発効されている（発効される）。 

*15か国：Australia, Austria, France, Isle of Man, Israel, Japan, Jersey, Luxembourg, New Zealand, 
Poland, Serbia, Slovakia, Slovenia, Sweden and the UK) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.BEPS防止措置実施条約の導入（*MLI） 
 
 
*MLI : Multilateral Instrument (official name: 
Multilateral Convention to Implement Tax 
Treaty Related Measures to Prevent BEPS) 
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MLIの一般的内容 

 

 

 

 

 

 

 今後は租税条約のみならず関連するMLIを併せて参照する必要がある。 

 

 

3.BEPS防止措置実施条約の導入（MLI） 
 
 

  MLIの内容 関連するBEPS行動計画 

第1部 適用範囲及び用語の解釈 該当なし 

第2部 ハイブリッドミスマッチアレンジメント 行動計画2：ハイブリッドミスマッチ 

第3部 条約の濫用 行動計画6：租税条約濫用防止強化 

第4部 恒久的施設の地位の回避 行動計画7：恒久的施設認定の人為的な回避 

第5部 紛争解決の改善 行動計画14：相互協議の効果的実施 

第6部 仲裁 該当なし 

第7部 最終規定 該当なし 
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ベルギーにおける導入 

2018年10月12日にベルギー閣僚会議にて承認され、今後更に６
つの関係当局による承認が必要される。すべての承認の完了並び
にその後の批准書がＯＥＣＤへ提出されるまでにはまだ相応の時
間を要し、2010年以降になると推測されている。 

ベルギーに関してしばらくは引き続き租税条約のみの参照で足り
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.BEPS防止措置実施条約の導入（MLI） 
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行動計画１３：移転価格文書の透明性確保に基づく三層構造開示要請に従い、ベルギーにおける文書
化要請は以下の取り扱いになっている。 

１．マスターファイル（Master file） 

要件：ベルギー地域における連結ベースにて、以下３つのうちいずれかの要件を充たす場合 

（１）年間売上高が 50 million EUR以上 

（２）貸借対照表総額が1 billion EUR以上 

（３）年間平均フルタイム従業員数が100名以上 

２．国別報告書（country-by-country reporting 

要件：グローバル連結ベースにて年間売上高が750 million EUR以上 

但し、他国の税務当局へ先んじて提出する場合（例えば日本本社による日本の税務当局へ提出）はそ
の旨の通知（様式275 CBC NOT）をベルギー税務当局へ実施すれば足りる。 

３．ローカルファイル（Local file） 

要件（上述マスターファイルと同様）。様式275LF（次項の様式抜粋）。 

 

 

 

 

 

 

 

4.ベルギーにおける移転価格文書化要請 
 
 



PwC 

 

 

 

48 

様式275LF(一部抜粋) 
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様式275LF（一部抜粋） 
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様式275LF（一部抜粋） 
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これまでの単独国の税務調査体制から複数国の税務当局による合同税務調査への移行傾
向 

EU JTPF (Joint Transfer Pricing Forum)により最近発表された報告書（域内の移転価格税制管理に関す
る協同アプローチの提言）によると域内加盟国税務当局間の協力体制を確保し、より積極的に複数国
の移転価格税務調査を同時に実施することが提言されている。 

• 税務調査が関係各国毎に実施されるよりも同時実施による時間的短縮、納税者の事務対応軽減が期
待できる。 

• 二重課税が最初から回避可能。そのため関係税務当局間による相互協議手続き（Mutual Agreement 
Procedure）ならびに結論が出ない場合のEU仲裁手続協定（EU Arbitration Convention）への発展可能性
を回避することが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.移転価格税務調査体制 
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新たな恒久的施設（PE）の定義 

• BEPS行動計画7：恒久的施設（PE）認定の人為的な回避に対応 

• 定義が拡大され、よりPEが認定されやすくなることが想定される。 

①固定施設PEの従来の例外規定（倉庫管理、在庫管理活動等）について「準備的もしく
は補助的性格の活動」の範囲内においてPE認定なしと制約が付された。 

②代理人PE：コミショネア代理人（受託者たるコミショネア名義にて契約を締結）も実
質的に代理人ＰＥと解釈される。 

③代理人PE：独立代理人については原則PEとならないが、独立性が希薄なケース（専ら
関連企業のためにのみ代理業を実施するケース）ではPEが認定される例外規定の設置 

ベルギーにおける導入(BE ITC Art. 229, 231 etc.) 

2020年1月1日の事業年度から施行される(すでに新日白租税条約上において導入されてい
る)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.恒久的施設の新たな概念の導入 
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税 制：各国において均質化した、透明性の高い税制化 

税務当局：情報の共有、情報交換強化、複数国当局による共同税務対応体制化
へ（税務調査、事前確認制度、協議） 

納税者：税対応の事務コスト負担増大、単体、単国毎の税務管理からグループ
全体管理の重要性増大（グローバル統括会社/地域統括会社による）、より高い
納税道義を有する企業グループへ。 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ  
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